
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
を
使
っ
た
広
報
と

�

Ｒ
Ｐ
Ａ
の
可
能
性

内
山　

航
（
翔
政
会
）

�　
　

本
市
で
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
広
報
手

法
を
取
り
入
れ
て
い
る
が
、
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ

を
使
っ
た
広
報
も
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

そ
の
際
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
情
報
が
乱
立

す
る
の
で
は
な
く
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス

形
式
に
し
て
、
欲
し
い
情
報
だ
け
を
受

け
取
れ
る
シ
ス
テ
ム
を
構
築
し
て
は
ど

う
か
。

　
　

今
後
、
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
公
式
ア
カ
ウ
ン

ト
を
取
得
し
、
利
用
者
が
選
択
し
た
情

報
だ
け
を
受
け
取
れ
る
セ
グ
メ
ン
ト
配

信
機
能
を
付
加
設
計
す
る
予
定
で
あ
る
。

�　
　

学
校
給
食
に
Ｒ
Ｐ
Ａ
を
活
用
す
る

と
、
ア
レ
ル
ギ
ー
を
持
つ
子
ど
も
た
ち

に
、
献
立
に
ア
レ
ル
ギ
ー
品
目
が
あ
る

前
日
に
通
知
す
る
シ
ス
テ
ム
を
構
築
で

き
る
。
Ｒ
Ｐ
Ａ
を
職
員
が
組
む
こ
と
で

負
担
な
く
実
現
で
き
る
の
で
は
。

　
　

事
前
に
ア
レ
ル
ゲ
ン
情
報
を
配
信

で
き
る
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
一
方
、
シ
ス

テ
ム
構
築
や
運
用
面
の
課
題
も
あ
る
た

め
、
Ｒ
Ｐ
Ａ
を
活
用
し
た
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
で

の
情
報
発
信
を
研
究
し
て
い
く
。（
教

育
長
）

●ＲＰＡ
　Robotics Process Automationの略で、ロ
ボットによる業務自動化を意味する。
　具体的には、システムへのデータ入力や集
計、帳票印刷、メール送信など、これまで人
間が行っていた定型的なパソコン操作を、パ
ソコンの中にあるソフトウェア上のロボット
により自動化していくもの。
　各自治体で実証実験や導入が進められてお
り、政令市のうち堺市では今年１月から文書
管理事務や後期高齢者医療事務の一部業務に
RPAを導入している。

Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
構
想
の
方
向
性
と

�

情
報
活
用
能
力
の
育
成

小
山　

進
（
新
潟
市
公
明
党
）

�　
　

国
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
戦
略
で
は
、
オ
ン
ラ

イ
ン
教
育
が
大
き
く
取
り
上
げ
ら
れ
、

Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
構
想
が
注
目
さ
れ

て
い
る
。
デ
ジ
タ
ル
教
科
書
や
教
材
の

ア
ク
セ
シ
ビ
リ
テ
ィ
対
応
に
は
ま
だ
課

題
が
あ
る
が
、
現
時
点
で
の
本
市
の
取

り
組
み
の
方
向
性
に
つ
い
て
伺
う
。

　
　

１
人
１
台
端
末
と
高
速
大
容
量
の

通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
一
体
的
に
整
備

し
、
子
ど
も
一
人
一
人
に
合
っ
た
、
よ

り
学
び
や
す
い
環
境
を
実
現
し
た
い
。

（
教
育
長
）

�　
　

プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教
育
は
子
ど
も

の
可
能
性
を
発
掘
し
、
将
来
、
社
会
で

活
躍
で
き
る
き
っ
か
け
と
な
る
側
面
が

あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
情
報
活
用

能
力
を
育
成
す
る
中
で
、
プ
ロ
グ
ラ
ミ

ン
グ
的
思
考
の
育
成
を
適
切
に
組
み
入

れ
て
い
く
必
要
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。

　
　

タ
イ
ピ
ン
グ
能
力
な
ど
の
ス
キ
ル

的
技
能
や
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
的
思
考
、

情
報
モ
ラ
ル
な
ど
を
さ
ま
ざ
ま
な
観
点

か
ら
総
合
的
に
指
導
し
て
い
く
こ
と
が

大
切
と
考
え
て
い
る
。（
教
育
長
）

Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
を
活
用
し
た
情
報
発
信
と

�

成
人
式
の
開
催

高
橋　

哲
也（

翔
政
会
）

�　
　

本
市
で
は
さ
ま
ざ
ま
な
媒
体
で
情

報
発
信
し
て
い
る
が
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ

ン
を
持
ち
Ｓ
Ｎ
Ｓ
を
利
用
す
る
方
が
多

く
な
っ
て
い
る
た
め
、
コ
ン
テ
ン
ツ
の

一
元
化
を
図
り
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
の
中
で
も
普

及
率
の
高
い
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
を
活
用
し
て
市

政
情
報
を
発
信
し
、
市
民
の
情
報
入
手

に
係
る
利
便
性
を
高
め
て
は
ど
う
か
。

　
　

今
後
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
公
式
ア
カ
ウ
ン
ト

を
取
得
し
、
必
要
な
情
報
が
迅
速
か
つ

簡
易
に
入
手
で
き
る
よ
う
利
便
性
を
高

め
、
来
年
度
の
運
用
開
始
を
目
指
す
。

●LINE公式アカウント
　スマートフォンやパソコン向けのコ
ミュニケーションアプリ「LINE」の
事業者向けサービスで、友だち登録し
た人に対して直接情報を届けることが
できる。
　すでに公式アカウントを運用してい
る政令市のうち福岡市では、防災や子
育て情報の発信、災害時の避難行動支
援、ごみ分別案内、引っ越し手続きの
案内、新型コロナウイルス感染症情報
の発信などで活用している。

�　
　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

拡
大
防
止
の
た
め
、
夏
に
成
人
式
を
開

催
す
る
自
治
体
の
ほ
と
ん
ど
で
中
止
や

延
期
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
。
本
市
は
来

年
の
成
人
式
に
つ
い
て
、
開
催
の
有
無

を
ど
の
時
点
で
判
断
す
る
の
か
。

　
　

来
年
１
月
10
日
開
催
予
定
で
準
備

を
し
て
い
る
。
中
止
や
延
期
す
る
場
合

は
12
月
初
旬
ま
で
に
周
知
し
た
い
と
考

え
て
い
る
が
、
感
染
症
の
状
況
に
よ
っ

て
は
直
前
に
決
定
す
る
場
合
も
あ
る
。

（
教
育
長
）

社
会
的
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
の
実
施
と

　

特
別
定
額
給
付
金
事
業
の
終
了
状
況

石
附　

幸
子

（
市
民
ネ
ッ
ト
に
い
が
た
）

�　
　

今
後
、
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
は
感
染
法
上

の
行
政
検
査
の
強
化
と
併
せ
、
経
済
、

社
会
生
活
を
回
す
た
め
の
任
意
の
社
会

的
検
査
が
必
須
に
な
る
と
考
え
る
が
、

燕
市
の
よ
う
に
、
事
業
者
が
感
染
拡
大

地
域
へ
の
出
張
な
ど
に
際
し
て
行
う
Ｐ

Ｃ
Ｒ
検
査
に
対
し
助
成
し
て
は
ど
う
か
。

　
　

経
済
活
動
を
目
的
と
す
る
任
意
の

検
査
に
対
す
る
補
助
制
度
は
現
在
検
討

し
て
い
な
い
が
、
今
後
、
要
望
な
ど
が

あ
れ
ば
検
討
し
て
い
き
た
い
。

�　
　

１
人
当
た
り
10
万
円
を
給
付
す
る

特
別
定
額
給
付
金
の
申
請
は
８
月
17
日

に
締
め
切
ら
れ
た
。
国
の
突
然
の
要
請

で
シ
ス
テ
ム
も
体
制
も
整
わ
な
い
ま
ま

自
治
体
が
担
っ
た
が
、
申
請
率
、
給
付

率
、
辞
退
者
数
や
未
申
請
件
数
と
、
申

請
率
向
上
の
た
め
の
取
り
組
み
を
伺
う
。

　
　

８
月
末
時
点
で
申
請
率
99
・
57
％
、

給
付
率
99
・
45
％
、
辞
退
者
は
１
６
８

人
、
未
申
請
は
１
４
６
６
件
。
コ
ー
ル

セ
ン
タ
ー
の
早
期
開
設
や
関
係
団
体
と

の
協
力
が
高
い
申
請
率
に
つ
な
が
っ
た
。

平
和
を
次
世
代
に
つ
な
ぐ
取
り
組
み
と

�

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
の
振
興

青
木　

学

（
市
民
ネ
ッ
ト
に
い
が
た
）

�　
　

終
戦
か
ら
75
年
を
迎
え
、
戦
争
の

記
憶
を
ど
の
よ
う
に
次
世
代
に
つ
な
げ

て
い
く
か
が
課
題
で
あ
る
。
そ
の
た
め

に
は
本
市
が
取
り
組
ん
で
き
た
平
和
事

業
を
、
よ
り
多
世
代
の
人
た
ち
と
の
広

い
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
中
で
継
続
し
て
い

く
仕
組
み
づ
く
り
が
必
要
で
は
な
い
か
。

平和推進事業の一つで、昨年度実施された広島平
和記念式典等中学生・留学生派遣研修の様子

　
　

平
和
事
業
推
進
会
議
で
若
い
世
代

の
意
見
を
取
り
入
れ
る
機
会
を
設
け
る

な
ど
、
幅
広
い
世
代
が
関
わ
る
こ
と
が

で
き
る
取
り
組
み
を
進
め
て
い
く
。

�　
　

今
後
見
込
ま
れ
る
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
市
場
の
拡
大
と
新
型
ウ
イ
ル
ス

禍
か
ら
の
経
済
復
興
は
、
気
候
変
動
対

策
と
一
体
的
に
進
め
る
必
要
が
あ
る
と

の
指
摘
を
踏
ま
え
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
産
業
を
本
市
の
主
要
産
業
に
位
置

付
け
、
積
極
的
に
取
り
組
む
べ
き
で
は
。

　
　

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
へ
の

参
入
も
含
め
、
中
小
企
業
の
新
た
な
挑

戦
を
支
援
し
、
地
域
新
電
力
会
社
で
あ

る
新
潟
ス
ワ
ン
エ
ナ
ジ
ー
と
の
連
携
に

よ
り
企
業
誘
致
に
も
つ
な
げ
て
い
く
。

下
水
道
事
業
に
お
け
る
資
金
不
足
と

�

水
道
事
業
と
の
合
併

高
橋　

三
義

（
新
市
民
ク
ラ
ブ
）

�　
　

下
水
道
事
業
の
基
本
方
針
な
ど
を

定
め
た
第
２
次
新
潟
市
下
水
道
中
期
ビ

ジ
ョ
ン
の
最
終
年
度
で
あ
る
２
０
２
８

年
度
の
収
支
計
画
で
は
、
収
入
不
足
が

29
億
円
発
生
し
、
繰
越
利
益
剰
余
金
も

２
億
円
の
赤
字
に
な
り
、
資
金
不
足
と

な
る
見
通
し
だ
が
、
ど
の
よ
う
に
不
足

を
賄
う
の
か
。

●第２次新潟市下水道中期ビジョン
　下水道事業の基本方針や今後10年間の下水道事
業の方針を定めるもの。
　最初のビジョンは平成30年度までを計画期間と
して策定。計画期間終了に伴い、平成31年（令和
元年）度から令和10年度を計画期間とする「第２
次新潟市下水道中期ビジョン」を新たに策定した。
　今後、人口減少など下水道事業を取り巻く環境
が変化する中で、各施策の事業を推進するととも
に、持続可能な下水道運営とするため、経営の効
率化、経営基盤の強化を図ることとしている。

　
　

資
金
不
足
に
対
応
す
る
た
め
、
接

続
率
向
上
に
よ
る
下
水
道
使
用
料
収
入

の
確
保
と
建
設
事
業
費
や
維
持
管
理
な

ど
の
支
出
の
見
直
し
に
取
り
組
む
。

�　
　

人
口
減
少
が
進
む
中
、
経
営
の
効

率
を
考
え
る
と
、
下
水
道
事
業
だ
け
の

努
力
で
は
財
政
運
営
の
課
題
な
ど
を
解

決
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
、
水
道

事
業
と
の
合
併
が
必
要
で
は
な
い
か
と

考
え
る
が
、
市
長
の
見
解
を
伺
う
。

　
　

経
営
環
境
は
ま
す
ま
す
厳
し
く

な
っ
て
き
て
い
る
た
め
、
上
下
水
道
事

業
の
統
合
に
つ
い
て
も
、
経
営
の
効
率

化
、
合
理
化
に
向
け
て
の
重
要
な
検
討

項
目
の
一
つ
で
あ
る
と
認
識
し
て
い
る
。

ビ
ジ
ネ
ス
継
続
支
援
金
の
再
実
施
と

�

国
へ
の
米
価
下
落
対
策
の
要
望

倉
茂　

政
樹

（
日
本
共
産
党
新
潟
市
議
会
議
員
団
）

�　
　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

収
束
の
見
通
し
が
立
た
な
い
た
め
、
市

独
自
の
ビ
ジ
ネ
ス
継
続
支
援
金
事
業
の

要
件
を
前
年
比
マ
イ
ナ
ス
30
％
か
ら

20
％
に
緩
和
す
る
な
ど
し
て
、
再
度
実

施
す
べ
き
と
考
え
る
が
ど
う
か
。

　
　

現
時
点
で
再
度
行
う
予
定
は
な
い

が
、
今
後
の
状
況
を
把
握
し
企
業
の
経

済
活
動
の
支
援
に
取
り
組
ん
で
い
く
。

�　
　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

拡
大
に
伴
い
米
の
需
要
が
急
速
に
減
少

し
た
た
め
、
米
価
の
大
幅
な
下
落
が
心

配
さ
れ
る
。
国
に
は
、
農
家
が
、
主
食

で
あ
る
米
の
生
産
を
続
け
ら
れ
、
持
続

可
能
な
経
営
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
責

任
が
あ
る
。
本
市
と
し
て
、
米
価
下
落

の
対
策
を
強
力
に
求
め
る
べ
き
で
は
。

　
　

米
価
の
下
落
は
全
国
的
な
主
食
用

米
の
過
剰
生
産
も
一
因
と
考
え
て
い
る
。

非
主
食
用
米
の
作
付
け
を
促
す
た
め
、

元
気
な
農
業
応
援
事
業
で
の
支
援
に
加

え
、
国
に
水
田
活
用
の
直
接
支
払
交
付

金
制
度
の
継
続
な
ど
を
要
望
し
て
い
る
。

にいがた市議会だより 4令和２年（2020年）11月１日
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